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１．はじめに

　脱資本主義社会の認識が浸透する中で、事
業開発体制も大きな変革の時期を迎えてい
る。情報通信技術を駆使する生産側の論理か
ら、利用者の価値を人間的視点で主張する論
点に開発認識も変わってきた。要するに、社
会科学主導から人間科学主導の事業開発が社
会の潮流になろうとしている、と推察できる。
　本論文はそのような認識から、開発体制の
「理性と感性」、「気づきから決断」、「リアル
オプション思考」を順次論じて、経営と技術
のわかる人材育成がキーポイントであること
を論じる。最後のそのような人材育成機関と
しての社会人大学院のあり方を提示する。

２．脱資本主義社会と人間情報科学

　本章においては、脱資本主義社会における
情報を扱う人間科学の重要性認識してその立
場で個人の感性と組織の理性とがバランス取
れる事業開発能力のあり方を提示する。

2. 1　情報を扱う人間科学の重要性

　ビジネスの基本は人間相互の価値観のやり
取りである。価値観には同質性と異質性の両
面があってもかまわない。残念ながら閉鎖的
組織になると異質的な価値観の共有ができな
くなる。いわゆるコミュニケーション能力の
欠如につながるのはこの現象である。この価
値観の共有化こそが社会的、組織的に人を動
かす原動力である。
　資本主義社会での大量生産大量消費の効率
性追求では便利さが社会全体の共通の価値観

であった。機械化や情報化としてとらえる狭
義のシステムは、人間の存在を度返しして論
じられることが可能であったといっても過言
でない。
　マイケル・ポーターの競争戦略論が現在評
価されない一つの理由は人材育成が論じられ
てない点にある。
　そして、企業を始め、組織の一番の財産は
人間であると認識を新たにした途端に人間科
学がクローズアップされることになる。
　これまでの資本主義社会における事業成果
の評価基準は数値化という可視化できる経済
的尺度が指導的役割となってきた。経済的尺
度はいわゆる社会科学的視点での価値から論
じられるものである。人間の豊かさが重要で
あるとか環境にやさしい経営などが色々と概
念的には論じられてきたが実質的な進展はみ
られなかった。要するに、便利さが豊かさの
代名詞になっていた。
　しかし今日、その様相は一変した。もっと
も基本認識されるべきシステム構築のあり方
に人間科学的要因を取り込む必要性を理解す
るようになった。システムは人間がいかに賢
くその機能を達成するかにより価値観が決ま
り、社会的にもインパクトのあり方が重要視
されている。環境負荷削減やユニバーサルデ
ザインは当然とされてきた。そして、知恵の
創発がビジネスを決め、顧客の知恵をいかに
獲得するかなどが事業開発としての根幹とな
ってきた。いわゆる、「感性工学」が前面に
浮かび上がり、人間心理学や認知科学などを
含めて情報を扱う「人間科学」の重要性が先
進的企業では取り込まれてきた。今日ではハ
ーマンモデルやマズローの欲望５段階説など
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図2.1　個人の感性と組織の理性
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の知識は議論の前提になっている。これら人
間科学の視点を取り込んだ事業開発が今後の
ビジネス成功に大きな鍵を握る。

2. 2　脱資本主義社会と人間情報科学

　資本主義社会における便利さ（効率性、生
産性）を求める経営戦略は情報通信技術を駆
使して一つの目標を達成しつつある。要する
に、製品の品質保証やコストダウンを目指し
た生産者側の論理でのプロセスの改善が大き
な狙いであった。これに対して、オンリーワ
ン価値、環境負荷対策、感性工学、などの消
費者としての人間そのものの本来の姿から意
味ある商品展開を目指す大きな動きがみられ
る。社会科学的価値を優先した便利さ・合理
さでなく、人間科学的な価値観ベースの豊か
さを求めるという潮流が確かなものになって
いる。米国におけるビジネススクールなどの
教育の世界でもそのような潮流が押し寄せよ
うとしている。
　たとえば、自主技術で世界を風靡したソニ
ーは液晶技術でタイミングを逸して、提携し
た海外の液晶パネルを OEM利用した TVを
販売したが売れ筋は芳しくない。それはなぜ
だろうか。社会的に OEM戦略は正しい。社
会的によくいわれて、我々が納得してきたこ
とは、「我々はソニースピリットを買いたい」
のだという消費者の生理的要求に対して今回
その回答が生産者から得られていないからで
ある。要するに、ものを売るのではなく、技
術者の心を売ることが消費者をひきつけるの
だという同社の本来の経営戦略を今回見失っ
てしまった。本テーマに関して後で述べる気
づきから決断までの意思決定において、人間
的視野での心理学的判断を軽んじてしまった
結果である。
　人間が作り出した社会ルールの体系化から
成り立つといえる社会科学はこれまでに可視
化された価値を持って成立してきたが、もは
やそれだけでは人々は納得できなくなった。

人間個人の豊かさは本人の心の中にあり心理
学や認知科学などの一連の人間情報科学に立
脚しなければ議論展開ができないと言えよ
う。

2. 3　個人の感性と組織の理性

　企業の経営者は本人の感性をまずは組織と
してのあるべき姿として提示しなければなら
ない。個客が望みうる姿を実現する満足度を
達成するには、まず従業員の出来うる姿とし
ての満足度を達成することが前提であるとの
認識が広まりつつある。組織を支える人材の
感性が最大限活用でき、組織全体としては理
性的に合意形成が達成できる必要がある。す
なわち、経営には感性と理性とのバランスが
必要である。図2.1はその概念を図示したも
のである。言葉を変えれば、ダイナミック社
会を俯角できる方向性を提示できる経営陣を
要して、目利きの豊かな人材を抱えた実現能
力ある企業が賢い個客を抱えて勝ち残るとで
もいえよう。その際不可欠なのが社内のコミ
ュニケーション能力である。優秀な意思決定
は決して一方向に進むのではなく全体として
の意見交換が必要である。本文の後半の中心
になる「気づき」は「気づく」能力と「気づ
かせる」能力の融合を示した能力である。組
織には内部のコミュニケーション能力を最大
限に発揮する理性の経営が必須であることは
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図3.1　事業開発能力の事例 

（発売業者 URLから引用） 図3.2　事業開発能力
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言うまでもない。組織（企業）運営形態を構
成する経営者、従業員ならびに顧客は運営の
要であり感性の主体である。

３．事業開発のおける感性と理性の調和

　本章では、事業開発において感性と理性の
調和が必要になることを代表的な事例を取り
上げて問題提起する。そして、組織のあるべ
き姿というゴールに向けての事業開発能力を
論じる。

3. 1　問題提示

　図3.1は本年夏より話題をさらっている
iPodnanoである。ストレージメモリー媒体と
して従来の HDDに代わってフラッシュメモ
リーを採用したことで驚異的な小型・軽量化
を達成した。もちろん、メモリー容量に現状
技術の経済性との関係からその時点では4G

バイト程度の限界があるとしてもその衝撃は
恐ろしいものであった。このニュースを学生
は全員知っており、家庭の主婦でも知ってい
る人たちが可なりいた。同じ日にソニーは
HDDのウォークマンの販売を発表したがソ
ニーにとってのこのショックは計り知れない
ものがあったのは容易に想像できる。11月
18日、同社はフラッシュメモリーのウォー
クマンを緊急発売した。この事例が言いたい
ことは事業開発能力のあり方である。技術的

に未熟な商品でも社会的インパクトは限りな
く大きく、新たな製品開発の牽引力となるこ
とである。新たな予感を利用者に感じさせる
ことはこれまでのソニーがソニースピリット
として社会から期待されてきたことであり、
事業開発の見本とされていたことである。理
性としてのストレージメモリーの技術的発展
を理解することは当然でありながら、一歩先
を行く先見性というか先行投資が事業開発に
は必要である。それは、ソニーがフラッシュ
メモリーウォークマンを緊急発売したことで
証明されているといえる。事業開発は投資で
ありリスクマネジメントが必要であることを
実感する。

3. 2　イノベーションへの解

　事業開発能力を論じるのに適切なモデルと
してここでは、クリステンセンの名著『イノ
ベーションへのジレンマ』でとりあげられて
いるモデルをベースして図3.2に示す。性能
アップやコストダウンなどの成熟期の持続的
イノベーションは連続的かつ予想可能な方向
であり、いつの間にか市場の要求をはるかに
越えるものとなる。顧客はその性能過多に対
して消化不良と化してしまう例が多く決して
商品が売れるとは限らない。
　一方、性能不足やコストダウンのできない
新技術が新たに登場して新製品が市場に出回
る機会をうかがうようになる。これもいわゆ
る未熟期の持続的イノベーションである。こ
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図3.3　感性と理性の調和

図3.4　ゴールに向けての事業開発能力
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の場合、この新技術が社内的に進められてい
るか否かは競争優位を持続できるか否かの大
きな鍵である。
　要するに、市場の要求をこれ以上満たす必
要がなくなったら、新たな要求を実現する新
たな商品化に全力を傾ける技術力を保持して
切り出すタイミングを見出すことが競争優位
を持続する鍵である。これがいわゆる破壊的
イノベーションである。もしも、社内的に破
壊的イノベーションが実現不可能となると新
市場は他社に奪われてしまう。
　ソニーのウォークマンは、カセットテープ、
カセットMDと競争優位を持続し、HDDで
も供す優位になる予定であったが、突然アッ
プル社に奪われてしまった。もちろんその背
景には技術展望に対するタイムリーな意思決
定能力の欠如がある。要するに組織能力の問
題である。加えて、専門家による品質の違い
を音楽産業を取り込んだ同社が見抜けなかっ
たはずはない。
　継続的イノベーションは理性的であり、破
壊的イノベーションは感性的であるといえ
る。
　「破壊と創造」という言葉は新たな時代へ
の切り替えを示唆する言葉であり、まさしく
この二つの組み合わせを継続して乗り換える
事業開発能力が問われていることに他ならな
い。

3. 3　「理性と感性」の調和と革新性

　継続的イノベーションと破壊的イノベーシ
ョンとの組み合わせは破壊と創造の繰り返し
として持続的に起こる能力であることが大切
である。いずれかだけでは本当の革新性をう
みだせない。継続性はいつしか破壊性を要求
するし、破壊性はそのあと継続性があること
を前提にしないと改善していかない。言い換
えれば、感性と理性との調和が不可欠になる。
図3.3に全体をまとめている。

　経営戦略として、理性と感性の調和が革新
の意思決定と事業開発を引き起こす能力にな
ることを図3.4を用いて説明する。企業には
あるべき姿として、地域性・社会性、事業体
質・組織文化、人材・資産などの健全性がゴ
ールとして存在してこれを目指した事業開発
のあり方が同図のように整理されよう。

理性の経営、すなわち持続的発展にはたとえ
ば
効率性：必要条件を満たす範囲での生産性を

保証する。
経済性：新技術導入の経済的実現を保証す

る。
安定性：品質保証、継続的な技術発展などを

保証する。
など、定常的要素が要求される。
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図3.5　理性と感性の調和のマネジメント

図3.6　大学院における人材開発
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　そのため、ビジネスプロセス再構築、プロ
ジェクトマネジメント、組織能力、技術改革、
知的財産管理運用、品質管理、人材育成など
の継続的視点で経営を論じる必要性がこれに
対応する。
　資本主義経済の光の部分を継承した展開戦
略になるともいえるが、人間性の視点から新
たの切り口が必要であることは言うまでもな
い。
　一方、感性の経営、すなわち破壊的変革に
は、たとえば
嗜好性：時代背景として顧客の意思決定の要

因が好みにあることを認識する。
操作性：顧客の要求する性能を全面的に発揮

できるシステムを保証する。
受容性：多様な要求に対する必要最小限の許

容条件を保証する。
など人間科学的要素が要求される。
　そのため、消費者行動分析、市場セグメン
ト受容性、操作性のすぐれたデザイン力、次
世代の感性を見抜く先見性、企業のあり方な
どの組織文化、特色ある地域性などの視点で
経営を論じることが必要性に対応する。　
　両者の調和を求めるマネジメントには数理
工学や感性工学などを組み合わせた新たなシ
ステム工学が基盤として要求される。ハーマ
ンモデルやユングの心理学など、二面性の共
存の仮説が両者の調和を説明できるといえ
る。すなわち、人間社会学が事業経営には必
須である。
　いくつかの業界にわたって、理性と感性の
それぞれの経営例をまとめて図3.5に示す。　

3. 4　社会人大学院でのアクション

　社会人大学院の存在意義の一つとして経営
と技術のわかるリーダの育成があげられる。
図3.6に示すように、感性工学と数理工学の
一体化による基盤知識を身につけて経営課題
を体系的に把握できる人材育成カリキュラム
が大きなアクションプランとなりうる。

　大学院の存在はその能力への投資という観
点で図3.7に示すような相互関係が成立する。
①　大学院の能力に対する企業の競争優位の

源泉としての人的投資と、その見返りと
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図3.7　大学院での能力育成への投資
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してのリーダの養成
②　教員などの知的リソースに対しての問題

発見能力への知財投資と、その見返りと
しての問題解決能力の醸成

　①は知的資産を発信（表出）できるたとえ
ば下記の企業能力を確立する人材育成を目指
すものである。
・経営のビジョン、ミッションを明確化し、
投資と評価を可能とし、競争優位を持続する
問題発見
・オープン社会で知識資産を共有化してコア
コンピタンスを明確化して差別化を図る戦略
認識
・人間の豊かさを追求する脱資本主義社会基
盤構築に役立てる視点の理解
・新たなる生活文化・様式を創出して、育む
価値観を導入するチャレンジ
　②は知的資産を発信（表出）できるたとえ
ば下記の大学リソース（教員）の確保である。
・オンリーワン戦略を生み出す開発能力の向
上
・コミュニケーション能力向上で組織内協働
作業を活性化する組織改革
・ブランド・知恵などのインタンジブル資産
活用での経営戦略
・情報技術活用能力の向上とその投資・評価
・プロシューマの視点での商品開発戦略
・地域外と異文化交流と価値観の多様化

４．意思決定能力とリアルオプション

思考

　本章においては、理性と感性の経営を意思
決定問題として取り上げる。その際、リアル
オプション思考を導入することで　気づき、
確信、そして決断のプロセスを能力連鎖とし
てまとめている。

4. 1　意思決定とリアルオプション

　企業（経営組織体）としては、経営者、従
業員そして個客を含む全体としての健全なコ
ミュニケーション能力の確保が意思決定能力
の基本にある。もちろん状況に応じた、限定
的な選択条件や経過時間的変動などの多くの
不確定要素がそこには存在する。要するに物
理的制約の下での意思決定はリスクマネジメ
ントと表裏一体の関係がある。
　意思決定問題でよく言われてきた部分最適　
の集合（特に時系列的）が全体最適ではない
ことから「ゴミ箱モデル」がよく取り上げら
れてきた。意思決定の正当性は社会的構造の
いかなる断面においても個別には確定できな
い。典型的なたとえとして、あの「ゆびとま」
の小久保社長が言う「不可能とは可能にする
まで少し時間がかかること」が挙げられよう。
これは、言い換えれば不確実性の社会構造に
おいて時間的要素は不可能を可能にすること
があり得る。投資戦略ははその意味で新たな
局面を迎えており、リアルオプション思考が
新たな局面を切り開く可能性がある。
　一方、逆説的に「可能とは時間をかけると
価値がなくなること」とも言え、液晶 TVへ
の決断を何度となく誤ったソニーの例は典型
である。　

4. 2　意思決定能力連鎖

　従来から多くの場合は、意思決定問題は「選
択と判断」に集約される社会的価値観主体の
テーマから論じられてきた。しかし先に述べ
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図4.1　意思決定能力連鎖

図4.2　リアルオプション思考の導入

図4.3　「気づき」モデル
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たように、社会的豊かさの原点は人間的豊か
さであるとの認識で最近ビジネスは論じられ
るようになった。意思決定の原点は人間の思
考能力にあり心理学や認知科学の世界から論
じなければ、個人的価値観を評価できなくな
っている。
　マズローの「欲望５段階モデル」はもちろ
ん、ユングの心理学である「気づかないもう
一人の自分」の存在を見出す潜在能力として
の「気づき」、「ハーマンモデル」による「理
性と感性との共存」　など意思決定への人間
科学的アプローチが表出化している。更には、
パスツールの４象限は気づきから確信への展
開を意味しているとも解釈できる。
　個人レベルと組織レベルとで意思決定能力
が充分に発揮できないと競争優位は成立しな
い。すなわち、組織におけるプレーヤ達の個々
の能力で組み立てられる意思決定能力が連鎖
をなすことが要求される。

4. 3　リアルオプション思考の導入

　文献（3）にリアルオプション思考のあり
方への一つの指針が提示されている。
　前章で示した意思決定能力連鎖の各ステッ
プにおける個人的・組織的投資を考えるとこ
の指針は大きなガイドラインになっている。
　図4.1はそれをベースにまとめた。

①　気づきに対しては、機会を見えるように
表出化する投資が必要になる。詳細は
4.4節に示す。

②　確信に対しては、利用価値すなわちアウ
トプットのあり方を認識することへの投
資が必要になる。詳細は4.4節に示す。

③　決断に対しては、不確実性を伴う判断（戦
略）に投資することになる。詳細は4.4

節に示す。
④　行動に対しては、外部環境の変化を吸収

できる柔軟性を備えた指針の提示が投資
に値する。

⑤　評価に対しては、次の新たなる機会を生
む価値観を見出す評価がえられることが
好ましく、その先行的切り口に投資する
ことになる。

4. 4　能力連鎖モデリング

　１　「気づき」モデリング
　「気づき」とは個人の能力である。この能
力は具体的には、本人が「気づく」アクショ
ンと戦略的に相手に「気づかせる」能力の表
裏一体の組み合わせになる。基本的な気づき
を考えてみると、五感などの感覚の気づき、
何となく予感する気づき、そしてひらめきの
ような仮説の気づきなど整理されよう。図
4.3はその典型的なモデルを示している。
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　リアルオプションアプローチによる投資戦
略は個人能力開発そのものといえる。経営感
覚的な能力連鎖としては単に気づくだけでは
意味がなくそれを如何にして組織的な方向付
けに導くかが大きな鍵であり、個人の内在的
価値が、確信を持った対外的価値に変貌しな
ければならない。
　２　「確信」モデリング
　個人からみた「気づき」を組織内を含めて
対外的な価値ある「確信」にすることが次の
ステップである。リアルオプションアプロー
チでは企業のビジョン、ミッションとの整合
性に投資することになる。検証手段としての
工学的アプローチの充実などは組織人として
の人材開発投資ということが言える。図4.4

はその典型的なモデルを示している。

　３　「決断」モデリング

　このプロセスは従来からの意思決定問題と
して論じられてきた部分に相当する。時間的
な変化や選択肢の調査範囲の物理的限界など

大きなリスクを抱えたまま決断しなければな
らない。決断内容に時間的条件（決断タイミ
ング）の明記が挙げられリスクを最小限にす
るアプローチがとられる。図4.5はその典型
的なモデルを示している。
　実行、評価プロセスは紙面の都合上割愛す
る。

4. 5　大学院でのアクション

　以上、人間社会重視のビジネスのあり方が
再認識されて、人間科学的観点からの意思決
定問題を論じた。リアルオプションアプロー
チはこの観点をより明確に論じる手段として
最適であり、見通しの良い競争優位戦略のフ
レームワークを確立できよう。その意味で、
従来からの「イノベーションのジレンマ」や
最近の「ブルーオーシャン」を同一土俵で明
確に位置づけられるといえ教育的観点での体
系化を理解できよう。
　本章の議論により見通しの良い「技術のわ
かるビジネスリーダ」育成のあり方の糸口が
つかめたので、今後は研究教育の現場におい
て業界と一緒になって実践テーマで検証を試
みる。特に、地域産業の展望において将来の
目利きある人材開発と組織のあり方に関して
事例研究を予定している。

５．社会人大学院の新機軸

　本章では、人間科学主導の社会人大学院の
存在が嘱望されることを示す。米国のビジネ
ススクールはそもそもビジネスリーダを輩出
する大学院である。その多くは技術系出身で
あることから技術経営（MOT）は自ずとそ
の一環として捉えることができる。そのため
考えられる現場の協働のあり方を最後に提示
する。

5. 1　ビジネススクールとは

　そもそも、ビジネススクールはビジネスリ
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ーダを育成する場所であった。決して知識を
吸収する場ではなかった。これに対して、文
部科学省のいう専門職大学院は、社会的視点
での専門知識を習得することが目的で必ずし
もビジネスリーダを輩出することを目的とし
ていない。多くの場合、現行の社会組織にお
いて生き残る問題解決能力向上を主眼にして
いる。しかしながら社会構造の変化は激しく、
資本主義主義社会での価値観はまもなく終焉
を迎えている。アングロサクソン主導のグロ
ーバルスタンダードが前提ではない。要する
に、脱資本主義社会を健全にリードする存在
が不可欠であり、これからのビジネススクー
ルはそのようなリーダを輩出してこそ今日意
味ある存在といえる。

5. 2　社会的価値観の把握

　大学院のあるべき姿がまず求められる。出
来うる姿はその次である。社会的価値観は経
済最優先、すなわち経済的価値を最大化する
ことが社会的に最大の価値があるといわれて
きた。国民生産高が世界で評価されてきてわ
が国の経済発展はそのような視点で推進され
てきたといえよう。世界から賞賛された技術
立国はいつの間にか経済立国になり、決して
世界から賞賛される日本になっていない。ビ
ジネスの世界はまさしくそのものである。こ
れに対して経済的な優位性はさておいて、環
境、福祉、健康、など将来への人間的豊かさ
に投資することを目指した先進諸国は今日世
界の多くの注目を集めている。限られた資源、
限られた人間の知性を活かした創造的ビジネ
スが前面に現れている。わが国においてこの
ような視点で運営しているビジネススクール
はほとんど皆無であり、経済性や生産性を中
心においている。米国においては、創造的デ
ザインを主眼にしたビジネススクールカリキ
ュラムが登場して新たな注目を集めている。

5. 3　人間科学のわかるリーダの育成

　日本におけるビジネスリーダは技術系出身
が極めて少ない。かつては技術立国であった
が、エコノミックアニマル化してしまった結
果である。米国のビジネスリーダは技術系出
身が多く、技術的経験にサポートされてビジ
ネススクールに通い経営者になるのが王道と
して認められている。従って、MOTと呼ば
れる技術経営もMBAの自然な流れとして存
在すべきであるとの認識も充分うなずける。
残念ながら、今日の日本リーダは経済的価値
観しか認識できない場合が多い。そして、技
術者も閉塞感を持ちながらも意図的に自分の
世界から出ようとしない。
　今後の日本の価値ある社会を創出するビジ
ネスリーダには人間科学の思考を活かしきる
能力が不可欠である。知識は3年で更新しな
ければ持続的判断能力が保てない時代である
が、ものの考え方は基本的に変えるべきでな
い。「破壊と創造」であの松下電器を復活さ
せた中村社長もビジョン（経営理念）だけは
変えなかった。
　評価基準として知識で評価してはだめで、
考え方の能力で評価しなければならない。有
名な話で「氷が解けたら何になるか？」との
質問に「春になる」と答えたら間違いである
と採点した愚かな日本の教育現場がある。問
題解決の要因に対してたとえば、「法的規制
緩和」、「技術的可能性」、「社会的価値の変化」
などの視点で論じられる感性が要求される。
多様性の評価が出来ることこそリーダの育成
に要求される。

5. 4　意思決定の業務経験ある教員スキル

　実務経験は前提で重要であるが、多くの場
合本人の肩書きで仕事をしてきた場合が多
い。育成スキルには組織の意思決定判断を任
されるような本人の個性や能力を必要とする
実務経験であることが必要である。経験から
しても組織の意思決定を任される責任は大変
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重く本人の能力が左右する場合が多い。その
経験は教育の場ではその肩書きよりも本人自
身の能力が評価される。帰属組織以外の顔で
いかなる能力を発揮できたかが大切である。
要するに、結論のあるルールを管理するアド
ミニストレーションと、状況判断から結論を
生み出すマネジメントは全く違うことの認識
が大切である。価値観が環境負荷軽減、健康
福祉などに傾いたなかでの状況判断能力が要
求される。専門職大学院になると知識の習得
が狙いのようになるがそれは間違いである。
結果的にサラリーマン教授は不要である。
　それとファシリテータ型教育すなわち、学
生の個々の能力を状況判断で引き出せるスキ
ルが教員には要求される。教えるのでなく気
づかせることこそ教員スキルに要求される。
ティーチングでなくコーチングの軸足であ
る。

5. 5　教職員の協働

　人材育成は教員だけの仕事では成立しな
い。優秀な職員の能力が発揮できてこそ学校
としての最大限の機能が発揮される。決して
ルーチン的な事務処理でなくアイデアや課題
の提起がトップに伝わるコミュニケーション
能力ある体制が優秀な学生を活かしきる大き
な要因である。自由な発想や発言は職員の権
利でもある。一方、学内業務の主導権を握る
場合や、学内運営に職員が投票権を持つ健全
な事例も散見され、自主的な発想を持つ前向
きな体勢でなければ意味を成さない。人間科
学的な社会的変化に疎い教員も多々見られ、
その認識も不十分な場合が多い。優秀な組織
では教職員の対等な立場での協働作業が出来
て初めて人材育成業務が成立する。

６．おわりに

　時代が大きく変わり、人間の豊かさを等身
大で納得を実現する事業開発が今後主流にな

ろう。あの TVゲームもシンプルなものがリ
バイバルしている。事業の意思決定での理性
と感性の調和は競争優位の源泉になると考え
られる。等身大とは使いこなす能力のことで
ある。目利きのある人材育成の場としての社
会人大学院も先進的考え方を醸成することを
ミッションとすべき時代である。
　本論文の考え方はあくまで社会の潮流をベ
ースにした今後の事業開発体制のあり方の仮
説である。今後の研究教育の現場でこの仮説
を充分検証する可能性があるので別途報告の
機会を得たい。
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